
 

安倍総理大臣 発言内容 

（H30.2.8 人生 100 年時代構想会議） 

 

本日は、大学改革について集中審議いたしました。大学は、知の基盤であり、イノベーションを創出

し、国の競争力を高める原動力です。人づくり革命を牽引（けんいん）する重要な主体の一つとして、時

代に合ったかたちに、大学改革を進めなければなりません。 

議員の皆さんには、いつものとおり熱心な御議論を頂きましたが、今日は、概（おおむ）ね以下の御

意見を頂きました。 

第一に、各々の大学の位置付けや期待される役割・機能の明確化です。国立大学では、一部始まっ

ている機能別支援の枠組みを活用して、各々の大学に具体的方向性を明らかにしていただくとともに、

私立大学でも、役割・機能別の枠組みを設けることを検討すべきという意見であります。 

第二に、カリキュラム編成のプロセスです。特に教育機能を重視する大学では、社会の現実のニーズ

に対応したカリキュラム編成が行えるよう、外部の意見を反映する方策、そして実務経験のある教員を増

やす方策、そして教員の教育能力を高める方策を検討すべき。あわせて、経営力強化のため、民間の

外部人材の理事への登用を進める方策を検討すべきという意見であります。 

そして第三に、大卒生の質の改善のため、学生が在学中に身に付けた能力・付加価値を見える化す

る方策を検討するとともに、産業界におかれても、採用に当たり、学生が大学で身に付けた能力を評価

する体制を検討すべき。言わば卒論を書く前に採用するのはどうかという、極めて分かりやすい意見も

ございましたが、そういう体制を是非検討していただきたいと思います。 

第四に、少子化時代を迎え、国公私の枠を超えた大学の連携・統合を可能とする制度や、撤退・事業

承継の制度的仕組みを検討すべき。また、大学に対する望ましい自治体の関与の在り方についても検

討すべきという意見です。 

関係閣僚、特に、林文部科学大臣には、本日の議員の皆さんの御発言を踏まえて、以上の論点につ

いて検討し、そして本構想会議に検討経過・結果を御報告いただき、そしてこの場で再度議論したいと

考えておりますので、よろしくお願いいたします。 
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者

）
1
4
,0

0
0
ド

ル

卒
業

率
9
0
％

入
学

1
0
年

後
の

年
収

6
0
,0

0
0
ド

ル

CS
U

（
Ca

lif
or

ni
a 

St
at

e 
Un

iv
er

si
ty
）

マ
ス

型
/
学

部
・
教

員
免

許
・
大

学
院

（
修

士
課

程
）

授
業

料
等

（
州

内
者

）
6
,0

0
0
ド

ル

卒
業

率
5
0
％

入
学

1
0
年

後
の

年
収

4
3
,0

0
0
ド

ル

CC
C

（
Ca

lif
or

ni
a 

Co
m

m
un

ity
 C

ol
le

ge
）

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

型
/
全

て
の

市
民

を
対

象
に

し
た

職
業

教
育

、
短

期
学

士
課

程

授
業

料
等

（
州

内
者

）
3
,0

0
0
ド

ル

卒
業

率
2
0
％

入
学

1
0
年

後
の

年
収

3
1
,0

0
0
ド

ル1
0
キ

ャ
ン

パ
ス

2
3
キ

ャ
ン

パ
ス

1
1
4
校

（
例

）
U

C
-
B

e
rk

e
le

y

（
例

）
C

S
U

-
F
re

sn
o

（
例

）
G

le
n
da

le
 C

o
m

m
u
n
it
y 

C
o
lle

ge

○
米
国
の
高
等
教
育
は
、
三
層
構
造
と
な
っ
て
お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
分
担
を
明
確
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
の

ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
実
務
教
育
か
ら
、
世
界
で
し
の
ぎ
を
削
る
最
先
端
の
研
究
に
至
る
幅
広
い
使
命
を
果
た
し
て
い
る
。

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
カ
レ
ッ
ジ
で
は
、
毎
年
、
外
部
者
を
入
れ
て
、
最
新
の
技
術
動
向
に
即
し
て
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
組

み
直
し
て
い
る
。
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科
学
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学
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教
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大
学
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大
学
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学

岐
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大
学
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岡
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学
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教
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大
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術
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学
大

学
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学
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教
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岡
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長
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熊

本
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大

分
大

学
宮
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学
鹿

児
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大
学

琉
球

大
学

筑
波

技
術

大
学

東
京

医
科

歯
科

大
学

東
京

外
国

語
大

学
東

京
学

芸
大

学
東

京
芸

術
大

学
東

京
海

洋
大

学
お

茶
の

水
女

子
大

学
電

気
通

信
大

学
奈

良
女

子
大

学
九

州
工

業
大

学
鹿

屋
体

育
大

学
政

策
研

究
大

学
院

大
学

総
合

研
究

大
学

院
大

学
北

陸
先

端
科

学
技

術
大

学
院

大
学

奈
良

先
端

科
学

技
術

大
学

院
大

学

北
海

道
大

学
東

北
大

学
筑

波
大

学
千

葉
大

学
東

京
大

学
東

京
農

工
大

学
東

京
工

業
大

学
一

橋
大

学
金

沢
大

学
名

古
屋

大
学

京
都

大
学

大
阪

大
学

神
戸

大
学

岡
山

大
学

広
島

大
学

九
州

大
学

重
点

支
援

１
重

点
支

援
２

重
点

支
援

３

地
域

の
ニ

ー
ズ

に
応

え
る

人
材

育
成

・
研

究
を

推
進

分
野

ご
と

の
優

れ
た

教
育

研
究

拠
点

や
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

形
成

を
推

進
世

界
ト

ッ
プ

大
学

と
伍

し
て

卓
越

し
た

教
育

研
究

を
推

進

5
5
大

学
1
5
大

学
1
6
大

学

（
参

考
）

は
、

平
成

2
9
年

６
月

に
指

定
国

立
大

学
法

人
と

し
て

指
定

○
国
立
大
学
は
、
各
大
学
の
強
み
・
特
色
を
踏
ま
え
、
機
能
強
化
の
方
向
性
に
応
じ
た
取
組
を
支
援
す
る
重
点
支
援
の
枠

組
み
を
創
設

(平
成

28
年
度

)。
３
つ
の
枠
組
み
の
う
ち
、
大
学
自
ら
が
１
つ
を
選
択
。
私
立
大
学
に
は
、
そ
の
特
性
に

応
じ
た
機
能
強
化
の
枠
組
み
が
な
い
。
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9

3
95

15
4

7
7

0
20

40
60

80

大
学

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

決
定

の
在

り
方

学
部

教
授

会
が

主
導

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
編

成
・
改

善
の

主
体

5
2
%

2
1
%

教
学

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

セ
ン

タ
ー

、
教

務
部

等
が

主
導

（
学

部
教

授
会

は
情

報
提

供
）

8
%

そ
の

他

（
出

典
）
平

成
２

５
年

度
文

部
科

学
省

委
託

調
査

「
大

学
の

教
学

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

確
立

に
必

要
な

専
門

ス
タ

ッ
フ

の
養

成
等

の
在

り
方

に
関

す
る

調
査

研
究

」
調

査
報

告
書

（
H

2
6
.3

株
式

会
社

リ
ベ

ル
タ

ス
・
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
）に

基
づ

き
作

成
※

 全
国

の
大

学
、

短
期

大
学

（
1
,0

9
9
校

）
を

調
査

し
4
4
4校

か
ら

回
答

（
教

務
担

当
者

（
教

務
担

当
理

事
、

副
学

長
、

教
務

部
長

等
）
に

よ
る

回
答

）

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
編

成
・
改

善
に

お
い

て
ど

の
よ

う
な

情
報

を
重

視
す

る
か

（
％

）

教
学

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

セ
ン

タ
ー

、
教

務
部

等
の

教
員

の
意

見

他
大

学
の

シ
ラ

バ
ス

（
授

業
計

画
）

大
学

評
価

機
関

に
よ

る
外

部
評

価
結

果

外
部

有
識

者
の

意
見

（
複

数
回

答
）

○
大
学
に
お
け
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
決
定
や
改
善
は
、
学
部
教
授
会
が
主
導
し
て
お
り
、
外
部
有
識
者
の
意
見
を
参
考
に

し
て
い
る
の
は
９
％
に
過
ぎ
な
い
。

学
部

教
員

の
意

見

学
部

教
授

会
に

教
学

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

セ
ン

タ
ー

、
教

務
部

等
の

教
員

が
参

加
し

て
実

施

1
0
%9
%

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
改

善
・

充
実

の
た

め
の

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

が
必

要
と

の
認

識
な

し
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D
「
E
d
u
c
at
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n
 a

t 
a 

G
la

n
c
e
 (
2
0
1
7
）
」
（
諸

外
国

）
及

び
文

部
科

学
省

「
平

成
２

７
年

度
学

校
基

本
調

査
」
（
日

本
）
に

基
づ

き
作

成

（
％

）

（
2
0
1
5
年

）

大
学

へ
の

2
5
歳

以
上

の
入

学
者

の
割

合

○
４
年
制
大
学
へ
の

25
歳
以
上
の
入
学
者
割
合
を
見
る
と
､日
本
は
他
国
と
比
較
し
て
､割
合
が
低
い
。
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国
立

大
学

法
人

の
理

事
の

構
成

学
校

法
人

（
私

立
大

学
）の

理
事

の
構

成

民
間

の
外

部
人

材

（
１

法
人

当
た

り
0
.2

人
）

そ
の

他

5
％

（
出

典
）
「
学

校
法

人
の

経
営

改
善

方
策

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
」
報

告
（
大

学
・
短

期
大

学
法

人
編

）
（
平

成
2
7
年

3
月

日
本

私
立

学
校

振
興

・
共

済
事

業
団

）
に

基
づ

き
作

成
<
5
1
5
法

人
5
,9

6
4
人

>
調

査
時

点
：
平

成
2
5
年

度

（
出

典
）
文

部
科

学
省

調
べ

<
8
6
法

人
3
9
7
人

>
調

査
時

点
：
平

成
2
8
年

９
月

１
日

民
間

の
外

部
人

材

（
１

法
人

当
た

り
1
.4

人
）

1
2
％ そ

の
他

国
立

大
学

法
人

・
学

校
法

人
（
私

立
大

学
）
に

お
け

る
理

事
の

構
成

○
国
立
大
学
の
経
営
を
担
う
役
員
会
の
構
成
メ
ン
バ
ー
で
あ
る
理
事
の
う
ち
、
民
間
の
外
部
人
材
の
割
合
は
、
５
％
程
度

と
低
い
。

86
国
立
大
学
の
う
ち

68
大
学
（
８
割
）
で
は
、
民
間
の
外
部
人
材
の
理
事
が
全
く
い
な
い
。
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間
（
予

習
・
復

習
等

）
（
１

週
間

あ
た

り
）

日
米

の
大

学
１

年
生

の
比

較

（
出

典
）
東

京
大

学
大

学
経

営
・
政

策
研

究
セ

ン
タ

ー
（
C

R
U

M
P
)

『
全

国
大

学
生

調
査

』
2
0
0
7
年

※
 調

査
参

加
1
2
7
大

学
の

学
部

生
の

う
ち

１
年

生
（
8,

5
2
9
人

）
が

対
象

米
国

イ
ン

デ
ィ

ア
ナ

大
学

N
S
S
E
（
T
h
e
 N

at
io

n
al

 S
u
rv

e
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o
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S
tu

d
e
n
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E
n
ga

ge
m

e
n
t）

A
n
n
u
al

 R
e
p
o
rt

 2
0
0
7

※
 調

査
参

加
6
1
0
大

学
の

学
部

生
の

う
ち

１
年

生
（
13

.5
万

人
）
が

対
象

我
が

国
の

学
生

の
学

習
時

間

○
我
が
国
の
大
学
生
の
授
業
以
外
の
学
習
時
間
（
予
習
・
復
習
等
）
は
、
ア
メ
リ
カ
の
大
学
生
と
比
較
し
て
も
非
常
に
短

く
、
１
割
の
大
学
生
は
授
業
以
外
で
は
全
く
学
習
し
て
い
な
い
。

10



学
習

成
果

等
の

公
表

の
取

組
事

例

学
外

試
験

ス
コ

ア
（
宮

崎
国

際
大

学
）

国
家

試
験

合
格

状
況

卒
業

生
に

対
す

る
評

価
（
弘

前
大

学
）

（
北

里
大

学
）

理
学

療
法

士
国

家
試

験

○
「
卒
業
生
に
対
す
る
評
価
」
「
学
外
試
験
ス
コ
ア
」
「
国
家
試
験
合
格
状
況
」
な
ど
の
学
生
が
修
得
し
た
知
識
・
能

力
が
分
か
る
情
報
の
公
表
に
取
り
組
む
大
学
も
あ
る
が
、
こ
れ
ら
の
情
報
の
公
表
に
関
す
る
指
針
は
定
め
ら
れ
て
い

な
い
。
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企
業

の
採

用
選

考
の

あ
り

方

リ
ク

ル
ー

ト
キ

ャ
リ

ア
就

職
み

ら
い

研
究

所
「
就

職
白

書
20

17
－

採
用

活
動

・
就

職
活

動
編

－
」
（

20
17

）
12

○
新
卒
採
用
の
選
考
に
お
い
て
、
企
業
は
大
学
等
で
身
に
つ
け
た
専
門
性
や
成
績
を
重
視
す
る
割
合
は
少
な
く
、
こ
れ

を
反
映
し
て
、
大
学
で
の
学
び
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
学
生
も
少
な
い
状
況
。
大
学
教
育
の
質
が
問
わ
れ
て
い
る
中
、
企

業
側
も
採
用
の
方
針
を
よ
り
明
確
に
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
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資料 (大学)

				1

				区分 クブン		４年度 ネンド		５年度 ネンド		９年度 ネンド		10年度 ネンド		11年度 ネンド		12年度 ネンド		13年度 ネンド		14年度 ネンド		15年度 ネンド		16年度 ネンド		17年度 ネンド		18年度 ネンド		19年度 ネンド		20年度 ネンド		21年度		22年度		23年度		24年度		25年度		26年度		27年度		28年度		29年度

				大学数 ダイガクスウ		379		385		425		439		450		471		493		508		521		533		542		550		559		565		570		569		572		577		576		578		579		577		581

				100%以上の学校数 イジョウガッコウカズ		352		366		402		404		361		340		344		364		374		378		382		329		337		299		305		351		349		313		344		313		329		320		352

				割合 ワリアイ		92.9%		95.1%		94.6%		92.0%		80.2%		72.2%		69.8%		71.7%		71.8%		70.9%		70.5%		59.8%		60.3%		52.9%		53.5%		61.7%		61.0%		54.2%		59.7%		54.2%		56.8%		55.5%		60.6%

				110%～130%の学校数 ガッコウカズ		200		203		271		279		279		214		219		236		228		230		250		246		208		208		202		203		220		225		183		195		195		195		195

				120-130		90		105		159		137		139		99		119		102		115		107		98		96		75		84		77		76		90		55		36		58		58		58		58

				110-120		110		98		112		142		140		115		100		134		113		123		152		150		133		124		125		127		130		170		147		137		137		137		137

				割合 ワリアイ		52.8%		52.7%		64.7%		65.6%		63.6%		47.6%		46.5%		47.9%		44.9%		44.1%		46.9%		45.4%		37.8%		37.2%		35.8%		35.6%		38.7%		39.3%		31.7%		33.9%		33.7%		33.8%		33.6%

				80%～100%の学校数 ガッコウカズ		25		18		21		26		63		74		68		68		71		76		86		125		96		112		128		110		116		143		125		143		136		140		139

				割合 ワリアイ		6.6%		4.7%		4.9%		5.9%		14.0%		15.7%		13.8%		13.4%		13.6%		14.3%		15.9%		22.7%		17.2%		19.8%		22.5%		19.3%		20.3%		24.8%		21.7%		24.7%		23.5%		24.3%		23.9%

				50%～80%の学校数 ガッコウカズ		1		0		1		8		23		40		59		63		59		64		57		76		109		125		106		95		91		103		91		107		101		104		82

				割合 ワリアイ		0.3%		0.0%		0.2%		1.8%		5.1%		8.5%		12.0%		12.4%		11.3%		12.0%		10.5%		13.8%		19.5%		22.1%		18.6%		16.7%		15.9%		17.9%		15.8%		18.5%		17.4%		18.0%		14.1%

				50%未満の学校数 ミマンガッコウカズ		1		1		1		1		3		17		22		13		17		15		17		20		17		29		31		13		16		18		16		15		13		13		8

				割合 ワリアイ		0.3%		0.3%		0.2%		0.2%		0.7%		3.6%		4.5%		2.6%		3.3%		2.8%		3.1%		3.6%		3.0%		5.1%		5.4%		2.3%		2.8%		3.1%		2.8%		2.6%		2.2%		2.3%		1.4%

				入学定員未充足校 ニュウガクテイインミジュウソクコウ		27		19		23		35		89		131		149		144		147		155		160		221		222		266		265		218		223		264		232		265		250		257		229

				割合 ワリアイ		7.1%		4.9%		5.4%		8.0%		19.8%		27.8%		30.2%		28.3%		28.2%		29.1%		29.5%		40.2%		39.7%		47.1%		46.5%		38.3%		39.0%		45.8%		40.3%		45.8%		43.2%		44.5%		39.4%

				充足率80％以上校 ジュウソクリツイジョウコウ		377		384		423		430		424		414		412		432		445		454		468		454		433		411		433		461		465		456		469		456		465		460		491

				割合 ワリアイ		99.5%		99.7%		99.5%		97.9%		94.2%		87.9%		83.6%		85.0%		85.4%		85.2%		86.3%		82.5%		77.5%		72.7%		76.0%		81.0%		81.3%		79.0%		81.4%		78.9%		80.3%		79.7%		84.5%

				　　（注）大学数に、学生募集停止中の学校、株式会社が設置する学校、通信制課程・大学院のみを設置する学校は含まない。 ダイガクスウガクセイボシュウテイシチュウガッコウカブシキガイシャセッチガッコウダイガクインガッコウ

										H9		H10		H11		H12		H13		H14		H15		H16		H17		H18		H19		H20		H21		H22		H23		H24		H25		H26		H27		H28		H29

										94.6%		92.0%		80.2%		72.2%		69.8%		71.7%		71.8%		70.9%		70.5%		59.8%		60.3%		52.9%		53.5%		61.7%		61.0%		54.2%		59.7%		54.2%		56.8%		55.5%		60.6%

										5.4%		8.0%		19.8%		27.8%		30.2%		28.3%		28.2%		29.1%		29.5%		40.2%		39.7%		47.1%		46.5%		38.3%		39.0%		45.8%		40.3%		45.8%		43.2%		44.5%		39.4%



私立大学の入学定員充足状況



資料 (大学)

		



100%以上の学校数

80%～100%の学校数

50%～80%の学校数

50%未満の学校数
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梨
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梨
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梨
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図
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大
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大学改革について 
 

（株）日本総合研究所 
理事長 高橋 進 

 
 大学の抜本的改革は極めて重要。日本の大学は平等意識が強く、役割分

担ができていない。各々の大学が、期待される役割や機能を明確にして

いく取組を進めるべき。国立大学で一部始まっている機能分化を、私立

大学でも進めるべき。 
 地方大学など教育を重視する大学では、社会の新たなニーズに柔軟に対

応したカリキュラム編成が行われるよう、外部の意見をカリキュラムに

反映できるルールを構築すべき。 
 経営への外部人材の登用の促進、ガバナンス改革など経営力強化等に取

り組む必要。「新しい経済政策パッケージ」にあるように、外部人材の理

事への登用は、最低２割程度まで増やすべき。 
 実務を重視した教育を行う大学では、実務務験のある教員を大幅に増や

す必要。併せて、プロパーの教員も含め、教員・研究者評価の推進や教

育能力を高める制度をつくるべき。 
 日本の大学生の学習時間は極めて短いなど学生の質が懸念。学生が在学

中に身に付けた能力･付加価値を評価するシステムを導入するなど、大

学教育の成果を明らかにするための手法を検討し、大学教育の質や成果

の「見える化」に取り組むべき。 
 企業の側も、大学で身に付けた能力・付加価値を、採用において評価す

る体制を構築すべき。 
 教育の質を向上するため、例えば、遠隔地や海外で行われている実践的、

専門的な教育を通信等で活用し、地元の大学で受講・指導を受けられる

ような方策を検討することも必要。 
 少子化にもかかわらず私学大学数は増加し、私立大学の４割が定員割れ、

４割が収支マイナス。国公私の枠を越えた大学の連携･統合を促進する

制度や、撤退・事業承継を促進する仕組みを検討すべき。 
 私立大学の公立化については、経営困難大学の救済とならないよう、地

域の教育・研究機関と地元産業界等との連携等を議論する場を設置し、

経営のあり方を決めるべき。併せて、国・地方の財政圧迫とならないよ

う、交付税措置に一定のルールを設けることも必要。 
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READYFOR 株式会社代表取締役 CEO 米良はるか 

要旨 

１． イノベーションを目指す、世界一起業しやすい大学 

２． 人材を育成する機関としての大学（コミュニティを大事にした大学の形） 

 

大学改革は大学の社会的、経済的役割を明確にし、その投資についても役割に準じた投

資を行うべきだと思います。大学の機能を私は大きく２つに分けました。一つは、創造

的破壊を生むイノベーションの種をもつ研究と人材がいる大学。28 年度に創設された

国立大学の枠組みでいうと、東京大学や、東京藝術大学のような大学は、世界中からト

ップの人材を獲得し得る魅力をもち、日本でイノベーションが生まれる拠点となるよう

な大学のことです。そして２つ目は現状の産業を支える人材の育成に取り組む教育のた

めの大学です。 

 

１．イノベーションを目指す、世界一起業しやすい大学と国家 

まず、イノベーションを生む大学について述べます。その大学に求められることは、イ

ノベーションが起こるような研究が行われ、それを活かして産業が生まれていくことが

だと思います。イノベーションの種は、日本でも十分に存在しています。例えば、今注

目されている分野は AI ですが、この分野は日本の産業がロボットと親和性が高いこと

から研究者が多く存在していましたが、国際的にビジネス化（３００兆円）が見えてき

た今日では、そのような人材を各国、特にアメリカや中国などの大学やベンチャー企業

がヘッドハンティングをして、日本から流出している状況があります。人材を日本に留

まらせ、また優秀な人材を海外からも獲得するためには、大学にいながら起業をしやす

い環境、またそれを国として応援していくという目に見える施策が必要だと思います。 

一方で日本の大学の現状は、自分の研究のために A 教授が集めてきたお金がいったん

大学に入ると他の研究室に配分されてしまうとか、また、国立大学の教授は公務員だか

ら、起業ができないというようことが起こっていると聞きます。スタンフォード大学で

はグーグル社が学内で起業する際に、その見返りに株主になり、上場益で大学に多大な

利益をもたらしたという事実もあります。 

私の友人の筑波大学の落合准教授は、研究の成果としてビジネスの立ち上げを考え、資

金調達も ICO などの新しい枠組みを模索していますし、私の運営するクラウドファン

ディングのレディーフォーでも、研究室単位の寄付による外部資金調達が少しずつ実施

資料３ 



されつつありますが、まだ規制などで主流にはなっていません。起業のしやすい環境を

作り、産業を生み出す役割を担う機関として役割を果たしてもらいたいです。 

 

 

２．人材を育成する機関としての大学（コミュニティを大事にした大学の形） 

私が留学していたスタンフォード大学には、CS106A という有名なプログラミングの授

業があります。その授業は、大学教授ではなく、教授の研究室の生徒が教壇に立ち、授

業のコンテンツとしての質を高めていました。その授業は、今世界中のどこからでもネ

ットでアクセス可能です。最良のコンテンツは、無料でどこからでも受けることができ

る時代に、大学が先生を集めて、オリジナルの授業コンテンツを作ることは非効率では

ないかと思います。また、社会で活きる人材という観点でも、これだけビジネスモデル

の持続性が下がっている中で、大学で学んだ内容が社会人になって一貫して役立つとい

うことも難しい状況になっていると思います。私は常にロボットにできないことは何だ

ろうという視点で自分の仕事をみています。ディープラーニングが開発された現在では、

その分野もだいぶ狭くなったのではと感じています。しかし、ロボット同士が、慶応で

言えば三田会のようなコミュニティを作ったという話は聞いたことがありません。コミ

ュニティの創設というのは人間独自の営みなのかもしれません。私は慶応大学で、ベン

チャーを立ち上げた恩師との出会い、最初のプロジェクトをやり遂げた同志たち、そし

て何より大切な旦那様との出会いがありました。大学が提供できる価値の一つはこのコ

ミュニティの提供にあるのではと考えています。人間の絆を結んでいく場の提供です。 

その視点で考えたときに、提供する内容は、例えば、コミュニティの創設を目的とした

地元の企業とのコラボレーションプロジェクトや、起業するときの仲間づくりの拠点な

ど、同じ志をもつ者との出会いの場所という大学の形になっていくのではないかと思い

ます。 

最後に、IT 起業を営む経営者としては、現在は圧倒的にウェブ・アプリ・AI などの分

野にエンジニアが足りていない状況です。大学の存在価値を見直すことと同時に、現状

に足りていない人材を早期に育てるために、高専などの専門学校に対しての支援を厚く

することを求めます。 
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大学改革に関する考え方 

（一社）日本経済団体連合会会長 榊原 定征  

   Society5.0の実現 に必要なイノベーションを、継続的に生み出すエコシステ

ムを確立するうえで、大学は、研究・教育の両面で不可欠な役割を果たす。しか

し、直近の世界大学ランキング 1において、アジアのトップ大学が順位を上げる

中、日本のトップ大学が軒並み評価を下げていることに大きな危機感を抱かざ

るを得ない。世界に先駆けて、「超スマート社会」の実現を目指すわが国にとっ

て、大学の研究開発力・国際競争力を高めることは待ったなしの課題である。 

 他方、改革を進めるにあたり、限られた財源や人的資源を可能な限り有効に活

用する視点 が欠かせない。 

 今こそ、1980年代の米国の大学改革、2000年代の英国の大学改革を参考とし

て、Society5.0 時代を迎えるわが国の社会・産業構造の変化、人口動態、社会

的ニーズなどを的確に捉えた、国家レベルの大学改革の戦略 が必要である。 

 
１．再編・統合による大学改革の推進 

 

 わが国の少子化・18 歳人口の減少を踏まえれば、大学の数と規模の適正化は

不可欠である。複数の大学が再編・統合すれば、人的・物的資源の効率的な活用

が可能となる。設置者（国公私）の枠を超えた秩序立った大学等の再編・統合を

促進する ため、政府は、以下のような諸課題について検討し、早急に結論を得

るべき である。 
 とりわけ、国立大学に関しては、限られた資源を有効に活用し、スピード感を

もって数と規模の適正化 を進める必要があり、国全体としての司令塔機能が必

要である 。 
 人口動態や社会的ニーズ、地域ニーズなどを踏まえた、あるべき 国立大学の

適正な数と規模（教員・職員・学生定員） 
 国立大学の再編･統合に関する国全体としての司令塔機能の強化 
 大学の再編・統合を可能とする法制度（持ち株会社方式の導入による１大学

                                                   
1 The Times Higher Education World University Ranking, 2017- 2018 
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１法人制度の見直し、教員の１大学専任制度の見直し等） 
 大学に再編･統合を促すインセンティブのあり方、赤字大学や定員割れ大学

の円滑な撤退、事業継承を促進する仕組み 

 
２．国立大学の財政基盤の強化・経営改革の更なる推進 

 

 大学の財政基盤の強化と経営改革も必須 である。特に、国立大学運営費交付

金 は、現在、学生数や教員数等の外形的な数字によって配分される 基盤的な資

金が大半を占めており、戦略的な資金配分となっていない 。国立大学は、各大

学が強みや特色を踏まえて選択した３類型（世界、特色、地域）に応じて、研究・

教育の高度化を加速する必要がある。それぞれの機能の強化促進に対して支給

される 重点支援枠の予算を大幅に拡充する ことや、産学連携の実績など、客観

的評価に基づき競争的に配分される資金を大幅に増やす ことにより、資金配分

の面からも、３類型への機能分化を促進すべき である。 
 さらに、それぞれの機能に応じて、ガバナンスの強化を図り、経営改革を進め

るべきである。 

(1) 世界の一流大学と伍して卓越した教育・研究を行うことを選択した大学 （世

界トップ大学）においては、経営の自由度を一層高め、学長のリーダーシップに

よる戦略的な大学経営 を実現する。常に国際的な評価を重視しつつ、総合科学

技術・イノベーション会議（ＣＳＴＩ）で検討されている改革や以下の諸点にス

ピード感を持って取り組む。 
 学長権限の大幅な強化（学長裁量経費の大幅な拡充、学長を補佐する筆頭副

学長（プロボスト）の設置等） 

 経営に関する高度な知識や経験を持つ 外部人材の理事・副学長への登用 

 多様な財源・収入の確保（産業界との受託研究・受託事業・共同研究受入、

特許料収入、税制インセンティブによる評価性資産を含む民間からの寄附の

促進、大学資産の活用による収入、学部ごとの授業料設定の自由化 等） 

 年齢、国籍、性別に捉われない 実力本位の教員・研究者の採用・処遇 、実

力主義を徹底するための 全面的な年棒制への移行 

 産学連携の更なる推進（産学官連携ガイドラインに基づく取り組みの推進、

大学の体制整備等） 
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 世界トップ大学の質に相応しい 学生の適正規模化（定員） 

 なお、政府は「世界トップ大学」の類型を選択した大学の教育・研究実績を厳

しく評価し、実績が不十分な場合、他の類型へ移行 するなどの措置が必要であ

る。 

(2) その他の２類型（特色ある教育・研究、地域への貢献）を選択した国立大学は、

地方創生に資する実践的な職業教育も含め、地元の産業界や関係機関等との連

携を強化し、ニーズに即したカリキュラムの策定を通じた人材育成を行うこと

が求められる。 
(3) 大学教育の質を向上させるために、すべての大学において、卒業要件の厳格化

が必要である。 

 
３．大学院改革の推進 

 
 Society5.0 の実現に向けては、知の源泉である大学、特に大学院への期待が大

きい。以下のような大学院改革を実施し、教育・研究環境の多様性・国際性を確

保 し、融合や切磋琢磨によるイノベーション創出や国際競争力の強化を図るこ

とが急務である。 
 海外の優秀な教員・研究者 の採用･処遇 
 海外の大学院との連携強化、優秀な外国人留学生の受入れ拡大 
 自大学の学部卒業生のみでなく、他大学の学生や社会人にも広く門戸を開放

し、多様で優れた学生を選考 
 高度な専門知識と文理にまたがる学科の枠を超えた俯瞰力、独創力、課題発

見・解決力等を身につけさせる教育 
 産業界と連携したカリキュラム開発、産業界との継続的な対話の強化 

 
 上記のような大学改革への取り組みと並行して、企業の採用においては、大学

等の学修成果や多様な体験活動を通じて身につけた知識・能力を、より考慮して

いくことが重要になる。 
以上 
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い
な
い
な
ど、
研
究
生
産
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低
下
を
招
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は
是
正
され
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べ
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は
な
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。

•
大
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応
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滑
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整
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な
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。

•
教
育
に
重
点
を
置
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学
で
は
流
動
性
を
増
す
社
会
の
ニ
ー
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に
柔
軟
に
対
応
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よ
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キ
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に
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算
機
科
学
な
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が
国
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継
続
的
な

イノ
ベ
ー
シ
ョン
に
よ
る
経
済
成
長
を
支
え
る
も
の
で
、他

国
に
対
して
遅
れ
を
取
って
い
る
学
問
に
つ
い
て
は
早
急
な
強
化
が
必
要
で
は
な
い

か
。

•
大
学
の
役
割
に
応
じて
実
務
家
教
員
や
外
部
理
事
の
登
用
を
進
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、カ
リキ
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ム
整
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や
大
学
経
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な
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。

•
各
大
学
に
お
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は
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大
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大
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改
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は
な
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か
。

•
私
立
大
学
の

4割
以
上
が
定
員
未
充
足
で
あ
り収

支
が
赤
字
状
態
とい
う状

況
に
鑑
み
、安

易
な
公
立
化
に
よ
る
経
営
難
の
救
済
で
は
な

く事
業
統
合
や
再
編
・撤
退
等
を
検
討
す
る
べ
き
で
は
な
い
か
。
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大学改革のあり方について（意見）

早稲田大学 総長 鎌田 薫

１．労働生産人口が減少する中で国力を維持するためには、国民全体の資質・能力を向上させ

ることが求められている（教育再生実行会議第６次提言・第９次提言参照）。

○大学・短大・専門学校等の学校種および国立・公立・私立といった設置形態を超えた大胆

な連携・再編を図るとともに適正な競争環境を整備することで、個別大学の存続・発展を

図ることよりも、わが国の高等教育全体の飛躍的な水準向上を図ることを目指すべき。

○高等教育機関の機能別分化を図ることは必要と考えるが、私立大学の場合には基本的に自

主的に自らのミッションを定めるべきである。その際、高度の研究能力の涵養、職業人と

しての即戦力の養成、地域貢献などのほか、大学院への進学等を前提としたリベラルアー

ツ教育を目的とすることも積極的に推進されるべきであろう。

○基礎学力は不足しているが学修環境に恵まれさえすれば能力の伸長が期待される者に対

する教育、社会人向けの夜間教育など高コストで市場原理に馴染みにくい教育も、わが国

全体の「教育水準の底上げ」という観点からは重要性を持っており、その役割を誰が担う

べきかについて検討することが必要（例えば米国のコミュニティ・カレッジは州立）。

２．現状では入学定員・総在籍者数に応じて運営費交付金や私学助成金を増減させるなどの措

置を通じて、大学入学者全員を所定の年限で卒業させるよう仕向けられており、そのことが

資料６
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各大学における成績評価を甘くする要因にもなっていると解されるが、入学しやすく卒業し

にくい仕組みに切り替えるとともに、「マルチステージ・マルチパーパス」の学びを実現す

るために多様な学び方を許容する制度とするべきではないか。

○働きながら学ぶ学生や闘病しながら学ぶ学生にとっては、時間をかけてゆっくりと学ぶこ

とが必要であり、所定の年限で卒業できないことが確定すると奨学金が停止されてしまう

制度がその障害となっているが、長期履修を真に必要とする者に限ってこれを改めること

によって、各人の状況に応じた学修を可能にし、学修成果を高めうるものと考えられる。

○基礎学力が不足している学生（日本語能力や理数系等の基礎学力が不足している外国人学

生を含む）について予備教育課程の修了を条件とする仮入学制度を設けることで、より多

くの学生を高等教育に迎え入れることができると同時に、正規入学生の教育の質を高める

ことができるものと考えられる。なお、予備教育課程については、複数大学で共同してこ

れを実施することも検討されて良いであろう。

○入学後の経済状況の変化への対応や学部選択等のミスマッチを是正すること、さらには生

涯を通じての学びを促進するために、「○○学基礎課程修了証」あるいは「〇〇大学〇〇

学部１年次修了証」といったような公的学修証明制度を設け、それをもって就職し、ある

いは転部・転学することができるようにすることが有益であろうと考えられる。

３．グローバル化が進展し、社会構造・産業構造が急速かつ大規模に変化する現代社会では、

既存の知識を覚え込むだけでは足らず、新しい課題に果敢に挑戦し、独創性のある解を練り

上げ、価値観や文化的背景の異なる人々の信頼を得て実行していくための知恵・志・実行力・
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人間力を涵養することが求められている。

○そのためには、入学者選抜制度・教育目標・教育内容・教育方法の抜本的な改革が必要。

○価値観・文化的背景の異なる人々と切磋琢磨する環境を整備するため、多様な人材を入学

させうる入学者選抜制度を採用する必要があり1、そのことが初等中等教育の改革につな

がる（教育再生実行会議第 4 次提言参照）。

○生涯を通じて主体的に学び続けるために必要となる基礎的スキルと幅広い教養2、主体的

に課題を発見し、必要な資料・文献等を調査・分析する手法、表現力・説得力等を涵養す

るため、議論中心の課題発見・課題解決型対話式授業3、体験型学修4、海外留学5等を拡充

する（教育再生実行会議第 3 次提言・第７次提言参照）。

○ＦＤ・ＳＤの充実6。

                                                       
1 早稲田大学では、筆記試験以外の能力を評価するため、地域貢献への意欲を評価するとともに
入学後は地域貢献に必要となる学修を義務づける地域貢献型入試などのＡＯ入試、推薦入試など
を導入するとともに、入学前に奨学金の有無を決定する入試前予約型給付奨学金・授業料減免制
度を設けている（大学独自の給付型奨学金の予算規模は約 40 億円）。
2 早稲田大学では、グローバルエデュケーションセンターを設け、全学部生向けに、４～５人に
１人のネイティブ教員のつく実践的外国語授業、日英両国語による学術的文章作成講座、統計・
情報・数学的論理的思考を身につける講座などを設けるとともに、各分野の専門家による高度の
リベラルアーツ教育、リーダーシップ教育などを行っている。
3 早稲田大学では、教育の質向上のため、学部生を削減し教員を増やすこととし、少人数クラス
化を推進している。現状で 49％のクラスが 20 人以下、82％が 50 人以下となっている。
4 早稲田大学では、年間のべ 3,5000 人の学生がボランティア、フィールドワーク、地方インター
ンシップ等の体験型学修の機会を利用している。
5 早稲田大学では、2016 年度実績で、100 か国 7,156 名の外国人学生が在籍し、4,086 名の在学
生を海外留学に送り出した。
6 早稲田大学では、ワシントン大学との協定に基づいて設置した大学総合研究センター・教育方
法研究開発部門（Center for Teaching, Learning and Technology）を中心に、新しい教授法の開
発と実証を行うジョイントプロジェクトを実施するとともに、新任教員セミナー、出張セミナ
ー、教員・職員の海外研修、顕彰制度等を通じて教職員の能力向上を図っている。
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○学修ポートフォリオ等を通じて学修成果の見える化を図る一方で、社会全体がそれを正当

に評価することが必要。

○大学教育の質に関する指標の実質化・適正化を図るとともに、望ましい教育改革の推進に

対するインセンティブを設けることが必要。

４．大学教育の改善を図るためには、企業側の協力が必要・不可欠。

○採用時期の早期化は、卒業論文・卒業研究をはじめとする大学教育の成果に企業は全く関

心を有していないというメッセージになって、学生の学修意欲を削いでいると思われる。

○企業が大学教育を通じてどのように成長したかについてほとんど関心を有していないと

いう学生の意識が、学生による学修ポートフォリオ等の積極的な利用を妨げている。

○留学適期が企業の採用活動の時期と重なっている上に、しばしば採用活動解禁時期が変更

されることなどが長期留学の阻害要因となっている。

○大学のグローバル化対応等の推進による便益は、グローバル企業等も享受しているのであ

るから、大学の教育改革に要するコストの一部について産業界がより積極的に支援するこ

とが必要ではないか7。

以上

                                                       
7 例えば、留学生の受け入れについては、国際学生寮の整備が不可欠の前提になり、外国人学生
の関心も高いが、少なくとも私立大学の開設する学生寮については公的支援がない。ちなみに、
早稲田大学が中野に設けた日本人・外国人混住型学生寮ＷＩＳＨは、用地取得と建築に約 150 億
円の経費を要したが、これまでに国内外の篤志家と国内グローバル企業から 18 億円強の寄付を受
けている。



名
古

屋
大

学
総

長

松
尾

清
一

日
本

を
持

続
的

発
展

可
能

な
社

会
に

す
る

た
め

の

大
学

と
社

会
の

連
携

に
よ

る
地

域
創

生
実

現
に

向
け

て
の

提
言


東

海
地

区
を

S
o
ci

et
y
 5

.0
の

地
域

モ
デ

ル
と

し
て

世
界

で
も

有
数

の

T
ec

h
 I
n
n
o
v
a
ti
o
n
 S

m
a
rt

 S
o
ci

et
y
 に

す
る

た
め

に


資
料
７

2
0
1
8
0
2
0
8

第
5
回

人
生

1
0
0
年

時
代

構
想

会
議

松
尾

議
員

提
出

資
料



本
格

的
な

産
学

連
携

に
よ

り
、
S
o
c
ie

ty
 5

.0
の

実
現

を
～

大
学

が
抱

え
る

課
題

と
名

古
屋

大
学

の
挑

戦
～

産
学

連
携

の
仕

組
み

と
環

境
の

整
備

・
・
・
【
企

業
の

資
金

・
人

材
を

呼
び

込
む

環
境

】

イ
ン

セ
ン

テ
ィ
ブ

付
与

（
特

許
、

産
学

連
携

間
接

収
入

な
ど

一
定

割
合

を
研

究
者

へ
）

企
業

と
の

ク
ロ

ス
ア

ポ
イ

ン
ト
制

度
(
業

務
と

し
て

の
認

定
)
、

ベ
ン

チ
ャ

ー
フ

ァ
ン

ド
の

創
設

産
学

連
携

に
取

り
組

む
風

潮
が

希
薄

・
・
・
【
評

価
処

遇
、

マ
イ

ン
ド

セ
ッ

ト
、

博
士

人
材

の
活

用
】 イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
付

与
、

博
士

課
程

学
生

雇
用

、
（人

事
制

度
）

『
産

学
協

同
研

究
講

座
・
部

門
』
制

度
を

創
設

、
企

業
の

拠
点

を
大

学
に

新
し

い
オ

ー
プ

ン
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

拠
点

を
構

築
（
C
O

I、
N
C
C
、

G
a
N
研

究
コ

ン
ソ

、
等

）

費
用

の
見

え
る

化
（
共

同
研

究
の

適
正

対
価

）
、

『
指

定
共

同
研

究
』
制

度
を

創
設

『
学

術
研

究
・
産

学
官

連
携

推
進

本
部

』
を

創
設

、
産

学
連

携
の

司
令

塔

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
管

理
・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
・
知

財
の

た
め

の
U
R
A

の
拡

充
・
雇

用
無

期
化

営
業

秘
密

管
理

を
実

践
（名

古
屋

大
学

C
O
Iな

ど
）

基
礎

～
社

会
実

装
ま

で
一

貫
し

て
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

企
業

出
身

4
0
名

規
模

の
U
R
A

「
組

織
」
的

な
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制
が

未
確

立
・
・
・
【
運

営
管

理
環

境
】

２

大
学

が
産

学
共

創
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
を

提
供

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

作
成

段
階

か
ら

企
業

等
と

協
議

、

リ
ー

デ
ィ
ン

グ
大

学
院

の
成

果
の

継
承

・
発

展
（
専

門
性

＋
国

際
性

＋
俯

瞰
性

＋
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

）

大
学

だ
け

で
閉

じ
た

人
材

育
成

・
・
・
【
社

会
の

ニ
ー

ズ
に

い
か

に
対

応
す

る
か

】
産

学
共

創
教

育
外

部
人

材
の

活
用



4
年

間
で

2
.2

倍
4
年

間
で

1
.6

倍

名
古

屋
大

学
の

受
託

研
究

、
共

同
研

究
の

推
移

受
託

研
究

の
件

数
・
受

入
金

額
C
O

I開
始

共
同

研
究

の
件

数
・
受

入
金

額
産

学
協

同
研

究
講

座
・
部

門
制

度
の

創
設

3



出
典
：
⽂
部
科
学
省
「⼤
学
等
に
お
け
る
産
学
連
携
等

実
施
状
況
に
つ
い
て
」（
H2
3年

度
-H
27
年
度
）

学
術

研
究

・産
学

官
連

携
推

進
本

部
の

創
設

（知
財

管
理

体
制

・戦
略

強
化

）
受

入
額

（
百

万
円

）

出
典
：
名
古
屋
⼤
学
資
料

（
平
成
29
年
4⽉

1⽇
現
在
）

7

4

学
生

・ポ
ス

ド
ク

が
主

に
関

与
す

る
設

立
が

急
増

起
業

支
援

（ベ
ン

チ
ャ

ー
フ

ァ
ン

ド
、

起
業

家
教

育
）

を
開

始

4
年
間
で

累
計

1
.5
倍

特
許

等
収

入
、
ベ

ン
チ

ャ
ー

設
立

数
の

推
移

4



人
生

1
0
0
年

時
代

に
お

け
る

名
古

屋
大

学
の

ミ
ッ

シ
ョ
ン

と
改

革
の

方
向

性

・
新

た
な

知
の

創
出

・
人

材
育

成

優

秀
な

人
材

の
確

保

世

界
水

準
の

教
育

（
学

部
・
大

学
院

）

・
国

際
化

・
国

際
競

争
力

強
化

基
本

的
な

ミ
ッ

シ
ョ
ン

社
会

と
連

携

し
、
持

続
的

な

発
展

に
貢

献

す
る

ミ
ッ

シ
ョ
ン

・
知

の
創

出
、

高
度

人
材

育
成

、
知

的
成

果
の

社
会

還
元

が
で

き
る

公
共

経
営

組
織

体
と

し
て

の
大

学
の

構
築

・
組

織
的

大
学

間
連

携
に

よ
る

機
能

強
化

と
ミ

ッ
シ

ョ
ン

を
踏

ま
え

た
役

割
の

明
確

化
-

国
立

大
学

の
よ

り
踏

み
込

ん
だ

連
携

・組
織

体

T
IS

S
（
T
ec

h
 I
n
n
o
v
a
ti
o
n
 S

m
a
rt

 S
o
ci

et
y
）

構
築

の
中

核
に

・
大

学
の

ミ
ッ

シ
ョ
ン

を
果

た
す

た
め

の
3
改

革
ガ

バ
ナ

ン
ス

改
革


人

事
給

与
シ

ス
テ

ム
改

革
財

務
経

営
改

革

ミ
ッ

シ
ョ
ン

対
応

す
る

ア
ク

シ
ョ
ン

プ
ラ

ン
目

標
・
指

標

・
世

界
ト
ッ

プ
レ

ベ
ル

の
研

究
成

果
（
高

被
引

用
論

文
、

等
）

・
世

界
水

準
の

教
育

（
留

学
生

、
ジ

ョ
イ

ン
ト
デ

グ
リ

ー
、

な
ど

）

・
国

内
外

か
ら

の
多

様
で

優
秀

な
人

材
確

保
（
卓

越
人

材
、

女
性

、
外

国
人

、
デ

ュ
ア

ル
キ

ャ
リ

ア
プ

ロ
グ

ラ
ム

、
等

）

・世
界

有
数

の
研

究
大

学
（ラ

ン
キ

ン
グ

向
上

）

・
知

の
創

出
、

高
度

人
材

育
成

、
成

果
を

社
会

に
還

元
で

き
る

公
共

経
営

組
織

体
と

し
て

の
体

制
構

築

ガ

バ
ナ

ン
ス

、
組

織
、

人
事

制
度

の
改

革

経

営
協

議
会

の
活

性
化

・
実

質
化

（
財

務
経

営
の

諮
問

等
）


社

会
（
産

業
界

等
）
と

の
人

材
交

流

外

部
意

見
の

受
け

入
れ

・
透

明
性

の
確

保
さ

ら
な

る
財

務
経

営
・ガ

バ
ナ

ン
ス

改
革


組

織
対

組
織

の
産

学
連

携
の

た
め

の
諸

制
度

・
社

会
の

多
様

な
ニ

ー
ズ

に
応

え
る

人
材

育
成

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
（学

部
、
大

学
院

）
学

士
か

ら
博

士
ま

で
多

様
な

領
域

で
必

要
と

さ
れ

る
人

材
を

育
成

・
東

海
国

立
大

学
機

構
の

設
置


地

域
全

体
へ

の
貢

献
、

S
o
ci

et
y
 5

.0
の

モ
デ

ル
創

成

各

大
学

の
機

能
の

分
担

と
拡

大
強

化

5

外
部

の
意

見
と

し
て

寄
せ

ら
れ

る
社

会
の

急
速

な
変

化
に

よ
り

生
じ

た
大

学
に

対
す

る
ニ

ー
ズ

と
、

経
緯

・
蓄

積
を

踏
ま

え
た

「
学

問
の

府
」
と

し
て

の
大

学
の

あ
り

方
の

間
に

常
に

生
ず

る
緊

張
関

係
を

踏
ま

え
て

、
不

断
に

大
学

の
あ

り
方

を
見

直
し

て
い

く



経
済

支
援

新
規

⼊
学

者
約

50
0名

／
年

・
学

振
特

別
研

究
員

20
%

・
奨

学
⾦

返
還

免
除

10
%

・
リ

ー
デ

ィ
ン

グ
で

の
⽀

援
（

RA
)

20
％

（
順

次
、

卓
越

で
の

⽀
援

(R
A)

に
移

⾏
）

・
科

研
費

に
よ

る
R

A 
雇

⽤
5％

・
産

学
協

同
フ

ル
タ

イ
ム

雇
⽤

〜
2％

・
テ

ィ
ー

チ
ン

グ
フ

ェ
ロ

ー
採

⽤
３

％
・

名
古

屋
⼤

学
基

⾦
（

特
定

基
⾦

）
３

％
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

目
標

：
6
0
％

の
支

援
率

を
達

成

学
生

ベ
ン

チ
ャ

ー
社

長

コ
ー

ス
シ

ェ
ア

⾃
動

⾞
⼯

学
：

産
学

協
⼒

サ
マ

ー
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
N

U
SI

P,
 2

01
7開

催
）

• 
コ

ー
ス

シ
ェ

ア
：

理
念

や
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を

産
業

界
と

共
創

す
る

新
し

い
実

践
的

⼤
学

院
教

育
コ

ー
ス

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

共
有

化
（

以
下

実
施

中
）

パ
ワ

ー
デ

バ
イ

ス
：

天
野

セ
ン

タ
ー

C
IR

FE
ス

プ
リ

ン
グ

ス
ク

ー
ル

宇
宙

衛
星

：
C

hu
bu

Sa
t衛

星
製

作
プ

ロ
グ

ラ
ム

⾃
動

⾞
⼯

学
：

産
学

協
⼒

サ
マ

ー
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
N

U
SI

P）
先

進
モ

ビ
リ

テ
ィ

⼯
学

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

講
義

と
実

習
）

• 
ラ

ボ
シ

ェ
ア

：

後
期

課
程

学
⽣

の
研

究
⼒

を
産

業
界

と
共

有
名

⼤
発

ベ
ン

チ
ャ

ー
「

Ti
er

 IV
 」

に
よ

る
学

⽣
ベ

ン
チ

ャ
ー

⽀
援

・
育

成

• 
エ

フ
ォ

ー
ト

シ
ェ

ア
：

⼤
学

と
企

業
の

双
⽅

向
ク

ロ
ス

・
ア

ポ
イ

ン
ト

に
よ

り
、

リ
ー

ド
研

究
者

を
産

学
で

共
有

新
た

な
試

み
：
産

学
共

創
教

育
(S

ha
ri

ng
 E

du
ca

tio
n)

 、
試

経
済

支
援

6



大
学

連
合

体

東
海

国
立

大
学

機
構

（
仮

称
）
の

創
設

、
公

私
立

大
学

と
の

連
携

産
業

界

中
部

経
済

連
合

会
名

古
屋

商
工

会
議

所
、

等

自
治

体

愛
知

県
、

岐
阜

県
、

三
重

県
、

名
古

屋
市

、
等

国
及

び
地

方
機

関
文

科
省

、
内

閣
府

（
C
S
T
I)
、

経
産

省
（
中

部
経

産
局

）
、

厚
労

省
（
東

海
北

陸
厚

生
局

）
、

総
務

省
、

国
交

省
、

等

次
世

代
産

業
の

育
成

産
業

構
造

の
革

新
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

・
ベ

ン
チ

ャ
ー

企
業

支
援

人
材

育
成

産
学

共
創

教
育

リ
カ

レ
ン

ト
教

育

人
材

獲
得

競
争

力
の

強
化

（
国

内
外

）

海
外

展
開

力
の

強
化

本
格

的
な

産
学

連
携

地
域

未
来

ビ
ジ

ョ
ン

の
構

築

So
ci
et
y 
5.
0の

地
域

モ
デ

ル

名
古

屋
大

学
N
U
‐P
RA

CT
IS
S

N
ag
oy
a
U
ni
ve
rs
ity

’s
Pr
oj
ec
t t
o 
Re

no
va
te
 

A 
Ci
ty
 in
to
 T
ec
h 
In
no

va
tio

n 
Sm

ar
t S

oc
ie
ty

T
O
K
A

I
V
IS

IO
N

G
N
I

（G
re

a
te

r
N
a
g
o
y
a

In
it
ia

ti
v
e)

中
部

経
済

連
合

会
A

ct
io

n
 

2
0
2
0

S
o
ci

et
y
 5

.0
人

づ
く
り

革
命

生
産

性
革

命

名
古

屋
大

学
を

基
幹

と
し

た
大

学
連

合
（
将

来
ビ

ジ
ョ
ン

）
ー

未
来

に
向

け
た

地
域

創
生

の
核

に
ー

7

次
世

代
モ

ビ
リ

テ
ィ

ー
（自

動
走

行
、
３
D
マ

ッ
プ

、
コ

ネ
ク

テ
ィ

ッ
ド

・カ
ー

、
等

）

次
世

代
航

空
機

材
料

・窒
化

ガ
リ

ウ
ム

ク
リ

ー
ン

環
境

技
術

（脱
炭

素
社

会
）

未
来

防
災

技
術

（
地

域
、

産
業

、
自

然
）

健
康

・医
療

・食
（ス

マ
ー

ト
ホ

ス
ピ

タ
ル

、
e-

ヘ
ル

ス
ケ

ア
、
農

業
、
等

）

次
世

代
も

の
づ

く
り

（ス
マ

ー
ト
金

型
、
精

密
加

工
、

プ
ラ

ズ
マ

ナ
ノ

技
術

、
等

）
東

海
地

域
を

世
界

で
も

有
数

の
T
ec

h
 I
n
n
o
v
a
ti
o
n
 S

m
a
rt

 S
o
ci

et
y
 に

！



個
々

の
大

学
の

強
み

を
生

か
し

、
世

界
屈

指
の

マ
ル

チ
・
キ

ャ
ン

パ
ス

を
実

現
●

強
み

に
応

じ
た

各
大

学
の

拠
点

化
、
教

育
研

究
機

能
強

化

●
運

営
費

交
付

金
、
公

的
資

金
・外

部
資

金
の

獲
得

や
産

学
連

携
に

お
け

る
相

乗
効

果

●
キ

ャ
ン

パ
ス

を
超

え
た

教
職

員
の

連
携

・
流

動
性

の
確

保
、

効
率

化
に

よ
る

生
産

性
向

上

●
機

構
全

体
で

、
地

域
貢

献
か

ら
世

界
屈

指
の

教
育

研
究

ま
で

国
立

大
学

が
求

め
ら

れ
て

い
る

機
能

を
高

い
レ

ベ
ル

で
実

現

A
大

学

学
長

、
役

員
会

教
育

研
究

評
議

会
（
経

営
協

議
会

）

機
構

本
部

役
員

会
(最

高
意

思
決

定
機

関
)

機
構

長
、

役
員

（
各

大
学

の
学

長
、

理
事

、
外

部
委

員
等

）

B
 大

学

学
長

、
役

員
会

教
育

研
究

評
議

会
（
経

営
協

議
会

）

C
 大

学

学
長

、
役

員
会

教
育

研
究

評
議

会
（
経

営
協

議
会

）

D
大

学

学
長

、
役

員
会

教
育

研
究

評
議

会
（
経

営
協

議
会

）

機
構

事
務

局

経
営

諮
問

会
議

地
域

行
政

（
知

事
、

副
知

事
等

）
産

業
界

（
経

済
団

体
等

）
官

界
（
関

係
官

庁
等

）
学

界
（
機

構
外

有
識

者
等

）

IC
T
で

結
ぶ

マ
ル

チ
・
キ

ャ
ン

パ
ス

シ
ス

テ
ム

機
構

評
議

会
機

構
役

員
各

大
学

の
教

員
代

表

新
た

な
マ

ル
チ

キ
ャ

ン
パ

ス
シ

ス
テ

ム
樹

立
に

よ
る

持
続

的
発

展

東
海

国
立

大
学

機
構

（
T
o
k
a
i
N
a
ti
o
n
a
l 
U
n
iv

er
si

ty
 S

y
st

em
: 
T
N
U
S
) 

（
仮

称
）

8

機
構

の
イ

メ
ー

ジ



2018.2.8 

宮本 恒靖 

大学改革に関する意見 

 

 今後の日本社会の状況を考えるにあたり、人生 100 年時代の到来についてはもちろん

少子化による人口減少、世代別人口割合の変化、そのことに伴う社会構造の変化に対応

する教育が求められると考えています。 

 人口減少、特に若い世代の減少については、そのまま労働力の減少に直結しますし、

消費減による国内市場の縮小にもつながります。日本企業にとってはこれまで以上にグ

ローバルな市場に出ていくことが必要不可欠となってくるのではないでしょうか。その

ためにも大学においてグローバルに活躍できる人材を育てていくことが必要になってく

ると考えます。 

 

また、リカレント教育の受け皿としての大学、大学院の果たす役割は大きいと感じて

います。学びなおし人材の受け入れを進めていくことは、ローカルで活躍する人材をよ

り成長させることにもつながるはずです。 

グローバルな場においても、ローカルな場においても、活躍できる人材を育てていく

ための大学での学びの機会を重要だと考え、以下の提案をさせていただきます。 

 

【グローバルに活躍できる人材の育成】 

 まず、近年日本の大学の国際的な評価が低くなってしまっていますが、それを再び高め

ていくことが重要です。そのためにも評価基準の策定は課題としてありますが、評価の

高い大学へ国立大学交付金、私学助成金選択を重点的に支援していき、トップレベルを

引き上げることが必要ではないかと考えます。 

 

 また、私は引退後に FIFA マスターというスポーツ学の修士課程に進みましたが、24

か国 30 名の同期生とともに、最初はイギリスのレスター大学で歴史・人文学、次にイタ

リアのミラノにあるボッコーニ大学でマーケティング、そして最後にスイスのニューシ

ャテル大学で法学といったように強みのある大学を回ってスポーツを多角的に理解する

目を養うことができました。私は 13 期生でしたが、国際的なスポーツの世界で働く修了

生ネットワークがあり、そこからいろいろな情報を得ることができます。 

 

FIFA マスターは一例ではありますが、たとえば大学の枠を超えて、国際的に評価が高

い大学、大学院との連携などを積極的に進めていくなど、日本でグローバルな教育課程

を受講できる機会を増やしていくなどで、日本の学生がよりレベルの高い教育を受ける

ことも可能になりますし、海外の優秀な学生が留学先として日本を選択することも増え

ます。優秀な留学生が増えることで、日本人の学生にとっても自国にいながらグローバ

資料８ 



ルな交流をする機会がもてますし、今後の人的なネットワークの広がりを考えても重要

だと考えます。 

 

 ただし、それと同時に留学生を受け入れるにあたっての阻害要因を取り除くことも重

要です。これは大学側の受け入れ態勢の問題だけでなく、たとえば留学生が卒業後に日

系企業へ就職する際の就労ビザ取得条件を緩和する、日系企業が自社のもうける条件に

適合する優秀な留学生に条件付きの奨学金を給付する、留学生の採用枠を設けたりする、

などの官民あげての取り組みも必要ではないでしょうか。 

大学側も英語やその他の主要言語での講義を増やす、留学生受け入れのための職員を

増やすなどの取り組みは必要です。そのために教職員の研修機会を設け、レベルアップ

を図っていくことが重要になります。 

 

【リカレント教育の場としての役割】 

 大学および大学院が人生 100 年時代のリカレント教育の受け皿として機能していくた

めに、幅広い人材を受け入れるためのフレキシブルな課程を設置することが必要です。 

J リーグの現役選手の中にも早稲田大学人間科学部ｅスクールの特別選抜枠を利用し

て学んでいる選手がいますが、18 歳人口が減少している中で、社会人が働きながら学ぶ

ことを可能にする課程を充実させていくべきです。 

 

以前には夜間学部という選択肢を持っている大学も多くありましたが、今ではだいぶ

少なくなっていると聞きます。夜間学部のニーズ自体は減少しているのかもしれません

が、たとえば昼、夜でわけることのないフレックスな課程などを充実させることはでき

ないでしょうか。 

 

また、研究に注力する大学、より実践的な学びを追求する大学、地域社会の中で核と

なるような大学など、それぞれの大学に特色が出やすくするなど、大学ごとに機能分化

を促進していくこともそれぞれの大学の差別化につながります。 

 

特に地域のコミュニティにおいて大学の持つ施設や知見、ネットワークなどは非常に

大きな資産になる可能性を持っています。大学が地域活性化の核になり果たせる役割は

大きいはずです。大学の施設を使った総合型地域スポーツクラブを運営し、地域住民へ

のスポーツ施設の開放を促進していくなども可能性があるでしょうし、地元経済界と連

携して大学の科目等履修などで研修を行うことで、ビジネスマッチング的な効果も生ま

れるかもしれません。 

大学が核となって地域コミュニティと連携していくことがリカレント教育の受け皿と

なりえる可能性が増えていくのではないでしょうか。 

以上 
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業
構

造
、
就

業
構

造
、
さ
ら
に
は
人

々
の

生
活

を
一
変

さ
せ

る
可
能
性

・
本
格
的
な
人
口
減
少

社
会
の

到
来
に
よ
り
、
高
等

教
育
機

関
へ
の
主
た
る
進
学
者
で
あ
る

１
８
歳

人
口

も
大

き
く
減

少
（
２
０
０
５
年
：約

１
３
７
万
人

→
 ２
０
１
６
年

：
約

１
１
９
万

人
→

 ２
０
３
０
年

：
約

１
０
３
万

人
→

 ２
０
４
０
年
：
約
８
８
万
人
）

高
等

教
育
機
関

が
求

め
ら
れ
る
役

割
を
真

に
果

た
す
こ
と
が

で
き
る
よ
う
、
こ
れ
ま
で
の
政
策

の
成
果
と
課
題

に
つ
い
て
検

証
す
る
と
と
も
に
、
高

等
教
育

を
取
り
巻

く
状
況
の
変
化
も
踏
ま
え

て
、
２
０
４
０
年
頃

を
見

据
え
た
高

等
教

育
の

将
来

構
想

に
つ
い
て
総

合
的

な
検

討
を
行

う

中
央

教
育

審
議

会
で

議
論

。昨
年

１
２

月
に

論
点

整
理

を
取

りま
とめ

。今
後

は
、

本
年

５
月

下
旬

を
目

途
に

中
間

ま
とめ

、秋
頃

を
目

途
に

答
申

を
取

りま
とめ

る
予

定
。

１



社
会
全
体
の
構
造
の
変
化

・
学

術
研
究
や
教
育
の
発
展

→
学
際
的
・
学
融
合
的

な
研
究
、
分
野

横
断
的
な
教
育

・
第

４
次
産
業
革
命

→
「

AI
×

○
○
」
分
野
を
超
え
た
専
門
知

・
技
能
の
組
み
合
わ
せ

So
ci

et
y5

.0
・
人

生
１
０
０
年
社
会

→
多
様
な
年
齢
層
の
学
生

・
グ
ロ
ー
バ
ル
化

→
多
様
な
国
籍

の
教
員
、
学
生

・
地

方
創
生

→
地
方
の
産
業
の
生
産
性
向
上
、
高
付
加
価
値
化

高
等
教
育
に
お
け
る
人
材
育
成

■
１
８
歳
で
入
学
す
る
伝
統
的
な
学
生

・
急
速
な
社
会
の
変
化
の
中
で
陳
腐
化
し
な
い
普
遍
的
な
ス
キ
ル
・
リ
テ
ラ
シ
ー

→
一
般
教
育
・
共
通
教
育
と
専
門
教
育
を
通
じ
た
汎
用
的
能
力
の
育
成

→
強
み
と
な
る
専
門
分
野
と
幅
広
い
視
野
を
兼
ね
備
え
た
人
材
の
育
成

・
第
４
次
産
業
革
命
時
代
の
新

た
な
リ
テ
ラ
シ
ー

→
数
理
・
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス

■
社
会
人

・
学
術
的
な
背
景
と
を
持
つ
教
員
に
よ
る
最
先
端
の
実
践
の
理
論
化

・
実
務
経
験

の
あ
る
教
員
に
よ
る
最
先
端
の
実
践
例
の
提
供

今
後
の
高
等
教
育
の
将
来
像
の
提
示
に
向

け
た
論

点
整

理
平

成
２

９
年

１
２

月
２

８
日

中
央

教
育

審
議

会
大

学
分

科
会

将
来

構
想

部
会

２



・将
来

の
人

材
需

要
は

次
々

と変
わ

り得
る

→
予
測
困
難
な
中
で
、変
化
に
迅
速
か
つ
柔
軟
に
対
応
で
き

る
教
育
研
究
シ
ス
テ
ム
の
構
築

・社
会

の
変

化
に

共
通

す
る

キ
ー

ワ
ー

ドは
「多
様
性

」
→
多
様
な
価
値
観
が
集
ま
る
キ
ャン
パ
ス

か
ら新

た
な

価
値

を
創

造
→
自
前
主
義
か
ら
脱
却

し、
学
部
を
超
え
、大
学
を

超
え
て
多
様
な
人
的
資
源
を
活
用

→
 そ

れ
を
少
子
高
齢
化

の
中

で
実

現

将
来
必
要
と
さ
れ
る
高
等
教
育

機
関

の
教

育
体

制

■
多
様
な
教
育
研
究
分
野

・
学
部
等
の
組
織
の
枠
を
超
え
た
学

位
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
編
成
を
可
能
に

・
大

学
間

の
連

携
・
統

合
の

方
策
※
を
構
築

円
滑

な
撤

退
の

手
続

き
を
明
確
化

■
多
様
な
教
員

・
学
部
等
の
組
織
の
枠
を
超
え
た
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
編
成
を
可
能
に
（
再
掲
）

・
実

務
家
※
や

若
手

・
女

性
の
積
極

的
な
登
用

■
多
様
な
学
生

■
多
様
性
を
受
け
止
め
る
ガ
バ
ナ
ン
ス

・
社
会
人

→
 リ
カ
レ
ン
ト
教

育
※
の
推
進

・
外
国
人

→
 留

学
生

を
引
き
付
け
る
環
境
整
備

・
他

大
学

、
産

業
界

、
地

方
公

共
団

体
と
の

恒
常

的
な
連

携
体

制
の
構
築

・
学

外
理

事
※
等
の
積
極
的
な
登
用

多
様
性

×
高
齢
化

=
多

様
な
年

齢
層

の
学

び
の
場

に

多
様

性
＝

学
外

資
源

の
活

用多
様

性
×

少
子
化

＝
連
携
・
統
合

迅
速
か
つ
柔

軟
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
編

成

多
様
性

＝
学
外
資

源
の
活

用
（
脱

自
前
主

義
）

３
※

人
生

１
０

０
年

時
代

構
想

会
議

中
間

報
告

に
お

い
て

も
同

様
の

指
摘



国
立

大
学

の
一

法
人

複
数

大
学

制
の

導
入

や
私

立
大

学
の

学
部
単

位
で
の

事
業

譲
渡

の
円

滑
化

に
加
え
、
国

公
私

の
設

置
主

体
の

枠
を
超

え
た
統

合
の

方
策
を
構

築

大
学
間
の
統
合
に
つ
い
て

１
８

歳
人

口
が

減
少

し、
一

つ
の

大
学

で
多

様
な

教
育

研
究

を
行

うこ
とが

困
難

に
な

る
時

代
を

見
据

え
、複

数
の
大
学
等
の
人
的
・物
的
リソ
ー
ス
を
効
果
的
に
共
有

で
き

る
よ

う、
大
学
間
の
統
合
を

円
滑
に
進
め
る
こと
が
で
き
る
仕
組
み
の
構
築

が
求

め
られ

る
。

＜
国

立
大

学
の

一
法

人
複

数
大

学
＞

＜
私

立
大

学
の

学
部

単
位

で
の

事
業

譲
渡

＞

４

Ａ
学
部

Ｂ
学
部

Ｂ
？

学
部

○
○
大
学

×
×
大

学

a 学
部

学
校
法
人
○
○
学
園

学
校

法
人

×
×
学

園

○
○
大
学

学
校
法
人
○
○
学
園

×
×
大

学

学
校

法
人

×
×
学

園

○
○

大
学

大
学
単
位

の

設
置
者
変
更

は
可

能

②
学

部
の

新
設

①
学

部
の

廃
止

学
部
・
学
科

単
位

の
設
置
者

変
更

は
不

可

学
部
の

廃
止
と
新
設
の

双
方

の
手
続
き
が
必
要



私
立
大
学
の
健
全
な
経
営
力
確
保
の
推
進

方
策

に
つ
い
て

急
激
な
少
子
化
に
対
応
し
た
私
立
大
学
の
経
営
力
の
強
化
と
安
心
し
て
学
生
が
学
べ
る
環
境
を
整
備

経
営
指

導
の
強
化

破
綻
処
理
の
円
滑
化

連
携
・
統
合
の
支
援

・
私
立
大
学
に
関
す
る
学

部
単

位
で
の

事
業

譲
渡

の
円

滑
化

・
国
公
私
の
枠
を
超
え
た
連
携
・
統
合
の
方
策
な
ど
多
様
な
連
携

方
策
の
検
討
を
進
め
、
強

み
を
生

か
す
自

主
的

再
編

を
促

進

・
新
た
な
指
標
を
設
定
し
、
経
営
悪
化
傾
向
に
あ
る
も
の
の
直
ち
に

経
営
見
直
し
に
取
り
組
め
ば
改
善
の
余
地
が
あ
る
法
人
に
対
し
て
、

改
善

に
向

け
た
指

導
を
強

化
。

大
学
の
組
織
見
直
し
や
合
併
等
を
促
進

。

・
経
営
改
善
が
見
込
め
な
い
経
営
困
難
な
法
人
に
対
し
て
撤
退
を

含
め
た
早
期
の
経
営
判
断
を
求
め
る
国

か
ら
の

踏
み

込
ん
だ
指

導

・
経
営
破
綻
時
の
混
乱
を
最
小
化
す
る
た
め
の

破
綻

対
応

の
法

制
整

備

・
学
生
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
の
構
築

５



■
大
学
の
規

模

・
１
８
歳
人
口
の

大
幅
な
減
少

・
各
都
道
府
県
の

現
在

の
進

学
率
で
推

計
す
る
と
、
２
０
３
３
年

の
進

学
者
数

の
推
計

は
、

４
７
都

道
府

県
平

均
で
、
現

在
の

定
員

の
約

８
５
％

▲

●
●●
●●
●

● ●

● ●

●

●

▲

▲▲▲
★

★

★ ★★ ★ ★
★

★

★
★

★

★ ★
★ ★

★

★

1
8
歳
人
口
【
H

2
8
】

22
,3

47
高
校

等
卒
業
者
数
【
H

2
8
】

20
,0

59
大
学

進
学
者
数
【
H

2
8
】

9,
45

9
大
学

進
学
率
【
H

2
8
】

42
.3

%
大
学

進
学
率
（
国
公
私
別
）
【
H

2
8
】

9.
4%

2.
9%

30
.0

%
短
大

進
学
率
【
H

2
8
】

3.
0%

専
門

学
校
進
学
率
（
現
役
）
【
H

2
8
】

25
.3

%
大
学

数
【
H

2
8
】

18
大
学

数
（
国
公
私
別
）
【
H

2
8
】

3
3

12
入
学

定
員
【
H

2
8
】

5,
83

5
入
学

定
員
（
国
公
私
別
）
【
H

2
8
】

2,
48

7
58

3
2,

76
5

大
学

入
学
者
数
【
H

2
8
】

5,
94

8
県
外

か
ら
流
入
【
H

2
8
】

2,
64

3
県
内

か
ら
流
出
【
H

2
8
】

6,
15

4
流
出

入
差
（
流
入

-
流
出
）
【
H

2
8
】

-3
,5

11
自
県

進
学
率
【
H

2
8
】

34
.9

%
大
学

進
学
者
数
推
計
【
H

4
5
】

6,
90

6
大
学

入
学
者
数
推
計
【
H

4
5
】

4,
50

2
入
学

定
員
充
足
率
推
計
【
H

4
5
】

77
.2

%


県
内
高
卒
者
の
大
学
進
学
先
【
H

28
】

新
潟

, 
3,

30
5 

, 
35

%

東
京

, 
2,

12
3 

,
22

%

神
奈
川

, 
86

6 
, 9

%

そ
の
他

, 
3,

16
5 

, 
34

%


県
内
大
学
入
学
者
の
出
身
高
校
所
在
地
【
H

2
8
】

新
潟

, 
3,

30
5 

, 
56

%

長
野

,
27

9 
,

5%

福
島

, 2
64

 , 
4%

そ
の
他

, 
2,

10
0 

, 
35

%

＜
新

潟
県

の
例

＞

■
地

域
で
描
く
将

来
像

・
全
都
道
府

県
の

大
学

の
配

置
状
況

に
関

す
る
客

観
的

な
デ
ー
タ
の
作
成

・
地
域
の
国
公

私
立

大
学
が

、
地

方
自

治
体

、
産

業
界

を
巻

き
込

ん
で
、
将

来
像
の

議
論

や
連

携
、
交

流
の

企
画

を
行

う
恒

常
的

な
体

制
を
構

築

１
８
歳

人
口
の
減
少
を
踏
ま
え
た
大
学

の
規

模
や
地

域
配

置

６



教
育
の
質
の
保

証
と
情
報
公
開

【
学
修
成
果
の

可
視

化
と
情
報

公
開
】

○
現
在
大

学
が

義
務

と
し
て
公

表
し
て
い
る
入

学
者
数

な
ど
の

大
学
の
基
本
的
な
情
報

に
加
え
て
、
学

生
が

修
得

し
た
知

識
・
能

力
等

が
分

か
る
情

報
を
把

握
・
提

供
※

【
教
育
の
質
の

保
証

】

○
教
育
課
程

の
改

善
や

教
員
の

教
育
能

力
の
向

上
等
を
含

む
、
全
学

的
な
教
学

マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
を
ル

ー
ル

化

日
本

の
学

生
は

授
業

以
外

の
勉

強
時

間
が

非
常

に
短

い
な

ど、
日

本
の

大
学

で
は

、教
育
の
質
を
保

証
す
る
た
め
の
取
組
み
は
不
十
分

＜
学

生
が

修
得

した
知

識
・能

力
等

が
分

か
る

情
報

の
例

＞
・単

位
及

び
学

位
の

修
得

状
況

と成
績

・卒
業

論
文

等
の

成
果

物
に

対
す

る
評

価
・G

PA
・ア

セ
ス

メン
トテ

ス
ト等

の
学

外
試

験
の

ス
コア

・資
格

取
得

や
受

賞
・表

彰
歴

の
状

況
・進

路
の

決
定

状
況

（
就

職
先

・進
学

先
）

等
の

卒
業

後
の

状
況

・卒
業

生
に

対
す

る
評

価
の

把
握

・学
生

の
学

修
に

対
す

る
意

欲
・学

修
時

間
等

情
報
公
開
と
教
育
の
質
の
保
証

大
学

設
置

基
準

に
お

け
る

単
位

の
考

え
方

か
らす

れ
ば

、週
４

８
時

間
の

学
習

が
必

要
に

な
る

が
、平

均
で

約
２

５
時

間
（

授
業

時
間

２
０

時
間

＋
授

業
外

学
修

時
間

５
時

間
）

の
学

習
に

留
ま

って
い

る
。

７
※

人
生

１
０

０
年

時
代

構
想

会
議

中
間

報
告

に
お

い
て

も
同

様
の

指
摘



研
究
者
に
占
め
る
女
性
割
合
の
国

際
比

較

我
が

国
の

研
究

者
に
占

め
る
女

性
の

割
合

、
ま
た
、
そ
の

増
加

率
は

他
の

先
進

諸
国

と
比

べ
て
低

い
。

（
備
考
）

1
.

総
務
省

「
科
学
技

術
研
究

調
査
」

，
Ｏ

Ｅ
Ｃ

Ｄ
“

M
a
i
n
 
S
c
i
e
n
c
e
 
a
n
d
 
T
e
c
h
n
o
l
o
g
y
 
I
n
d
i
c
a
t
o
r
s
 
”
，
米

国
国
立

科

学
財
団
(
N
a
t
i
o
n
a
l
 
S
c
i
e
n
c
e
 
F
o
u
n
d
a
t
i
o
n
：

Ｎ
Ｓ

Ｆ
)
“

S
c
i
e
n
c
e
 
a
n
d
 
E
n
g
i
n
e
e
r
i
n
g
 
I
n
d
i
c
a
t
o
r
s
 
2
0
1
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